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研究開発力強化法改正の概要

主な改正内容

（３）新たな研究開発法人制度の創設
・独立行政法人制度全体の制度・組織の見直しを踏まえつつ、研究開発の特性を踏まえ
た世界最高水準の法人運営を可能とする新たな研究開発法人制度を創設するため、必
要な法制上の措置を速やかに講じる。

（４）我が国及び国民の安全に係る研究開発やハイリスク研究への必要な
資源配分
・我が国及び国民の安全に係る研究開発やハイリスク研究の重要性にかんがみ、必要な
資源配分を行う。また、我が国及び国民の安全の基盤をなす科学技術については、安定
的な配分を行うよう配慮。

（２）研究開発法人の行う出資業務等
・ 出資等を行うことができる法人として、以下の３法人を別表に規定。
科学技術振興機構、産業技術総合研究所、新エネルギー・産業技術総合開発機構
・ 法施行後、業務の実施状況を勘案し、対象法人等について所要の見直しを行う。
・ 関係省庁、関係機関、民間団体等の連携協力体制整備について速やかに検討を行い、
必要な措置を講じる。

（５）研究開発の国際水準を踏まえた専門的評価
・研究開発等の適切な評価を、国際的な水準を踏まえるとともに、新規性の程
度、革新性の程度等を踏まえて行う。

（６）研究の実態に合わせた調達
・研究開発の特性を踏まえた迅速かつ効果的な調達を研究開発法人等が行
えるよう必要な措置を講じる。

（７）イノベーション人材の育成
・イノベーションの創出に必要な能力を有する人材の育成を支援するため、必
要な施策を講じる。

（８）リサーチアドミニストレーター制度の確立
・研究開発等に係る企画立案、資金確保、知財の取得・活用その他の研究開
発等の運営・管理に関する業務に関し、専門的知識・能力を有する者の確保
のため、必要な措置を講じる。

（９）研究評価や「目利き」についての専門人材の育成
・研究開発等の評価に関する高度な能力を有する人材確保のため、必要な施
策を講じる。

（１）労働契約法の特例（※大学教員等任期法もあわせて改正）
・大学等及び研究開発法人の教員等、研究者、技術者、リサーチアドミニストレーターにつ
いて、無期労働契約に転換する期間を５年から１０年に延長。
・民間企業の研究者等で、大学等及び研究開発法人との共同研究に専ら従事する者も、
上記と同様の扱い。
・上記の者の雇用の在り方につき、今回の改正法の施行状況等を勘案して検討を加え、
必要な措置を講じる。

・（１）労働契約法の特例及び（２）研究開発法人の行う出資業務等は、平成２６年４月１日。
・その他は公布日（平成２５年１２月１３日）施行。

施行期日

研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律及び大学の教員等の任期に関する法律の一部を改
正する法律（議員立法）
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イノベーション促進のための産学官連携基本戦略（概要）

３．産学官連携を担う専門人材の育成
・産学官連携による人材育成プログラムの開発・実施
・リサーチ・アドミニストレーターの育成・確保

○我が国の大学では、研究開発の目的・目標・内容を理解した上で、研究資金の調達・管理、研究支援人材の業務管理、知財
の保護・管理・活用、広報資料の作成等を総合的に支援・マネジメントする人材の養成と配置が十分に進んでいないため、研
究者が研究活動以外の様々な雑務に忙殺されている。

○国は、研究開発に十分な知見を持つ博士号取得者や法律・経営等の専門知識を持つ優れた人材を、競争的資金の申請、採
択後のプロジェクト管理支援、知的財産の戦略的マネジメント等を行うリサーチ・アドミニストレーターとして育成・確保する施
策を具体化し、大学等が必要とするリサーチ・アドミニストレーターの育成・確保を支援することが必要

○リサーチ・アドミニストレーターのニーズが高い機関に対して支援することによって、研究者がより研究活動に専念でき、より
多くの研究時間が確保され、論文の生産性を高めるとともに質の向上に資するなど、研究者の環境の改善を図ることによりイ
ノベーションの源泉となる「知」の創出力を強化していくことが重要

① レベル毎にリサーチ・アドミニストレーターに要求されるスキル標準を作成

② スキル標準を活用してリサーチ・アドミニストレーターの全国的な研修プログラムを作成し、レベルに応じて段階的な研修を
実施

③ 大型研究プロジェクトを企画・マネジメントできる人材（シニア・リサーチ・アドミニストレーター）育成のための教育プログラム
を大学院で開発し、博士号取得者等を対象として実施し、研究開発に関する専門知識に加え、法律・経営・知的財産等に関す
る専門知識を身に付けたクロスボーダー型の専門人材を育成

④ 全国のリサーチ・アドミニストレーターの交流・情報交換を促進する全国ネットワークを構築

⑤ 全国のリサーチ・アドミニストレーターの人材情報の登録・提供システム等の構築を検討

科学技術・学術審議会技術・研究基盤部会
産学官連携推進委員会 H22.9.7より

イノベーション促進のための産学官連携基本戦略
～イノベーション・エコシステムの確立に向けて～

具体的取組

リサーチ・アドミニストレーターの育成・確保（重点施策）
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・ スキル標準の作成、研修・教育プログラムの作成など、URAを育成し、定着させる

全国的なシステムを整備（平成23年度開始／東京大学、早稲田大学）

・ 研究開発に知見のある人材を大学等がURAとして活用・育成することを支援
【平成２３年度開始事業→ ５拠点】

東京大学、東京農工大学、金沢大学、名古屋大学、京都大学

【平成２４年度開始事業→１０拠点】

「世界的研究拠点整備」 北海道大学、筑波大学、大阪大学、九州大学
「専門分野強化」 新潟大学、山口大学、東京女子医科大学

「地域貢献・産学官連携強化」 福井大学、信州大学、九州工業大学

リサーチ・アドミニストレーター（URA）
○University Research Administratorの略
○「大学等において、研究者とともに、研究企画立案、研究資金の調達・管理、知財の
管理・活用等を総合的にマネジメントできる研究開発に知見のある人材」

3

リサーチ・アドミニストレーターを育成・確保するシステムの整備



東京大学横野泰之氏
H25.11.19 第3回URAシンポジウム発表資料

「リサーチ・アドミニストレーター（URA）を育成・確保する
システムの整備 スキル標準の作成」より、許可を得て転載

スキル標準の策定①
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東京大学横野泰之氏
H25.11.19 第3回URAシンポジウム発表資料

「リサーチ・アドミニストレーター（URA）を育成・確保する
システムの整備 スキル標準の作成」より、許可を得て転載

スキル標準の策定②
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早稲田大学 中島一郎氏
H25.11.19 第3回URAシンポジウム発表資料

「リサーチ・アドミニストレーター（URA）を育成・確保する
システムの整備 研修・教育プログラムの作成」より、許可を得て転載

研修・教育プログラムの整備①
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早稲田大学 中島一郎氏
H25.11.19 第3回URAシンポジウム発表資料

「リサーチ・アドミニストレーター（URA）を育成・確保する
システムの整備 研修・教育プログラムの作成」より、許可を得て転載

研修・教育プログラムの整備②
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【調査結果の例】 （）は前年度の数

○「ＵＲＡとして配置」と整理する者が「いる」と回答した機関数 ５８機関（50）

○「ＵＲＡとして配置」と整理する者の内訳

※①～③のうち、７０％程度はＵＲＡ業務に専念専従している者であると考えられる。

○「ＵＲＡとして配置」と整理する者の性別、年齢構成

ＵＲＡシステム整備についての現状①
（「平成２４年度 大学等における産学連携等実施状況について」の関連調査より）

①→ＵＲＡ配置支援補助金雇用のＵＲＡ
②→独自経費雇用ＵＲＡであり、ＵＲＡ業務に専念

専従
③→独自経費雇用ＵＲＡであり、エフォートの半分

以上をＵＲＡ業務に従事している

この条件設定に
おける男女比は、
概ね６：４程度で

ある。

この条件設定にお
ける年齢構成として
は、調査時点では
約６７％が４０歳代
以下で構成されて

いる。

①に該当する者 １０２人 （38）

②に該当する者 ２４０人（165）

③に該当する者 １３５人（120）

合計 ４７７人（323）

男性 女性 小計

①に該当する者 ７２人 ３０人 １０２人

②に該当する者 １３４人 １０６人 ２４０人

③に該当する者 ７４人 ６１人 １３５人

合計 ２８０人 １９７人 ４７７人

39歳以
下

40歳～
49歳

50歳～
59歳

60歳以
上

小計

①に該当する者 ４８人 ２３人 １４人 １７人 １０２人

②に該当する者 １０６人 ５４人 ４２人 ３８人 ２４０人

③に該当する者 ５５人 ３４人 ２９人 １７人 １３５人

合計 ２０９人 １１１人 ８５人 ７２人 ４７７人

59%

41%
男性

女性

44%

23%

18%

15%
39歳以下

40歳～49歳

50歳～59歳

60歳以上
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この条件設定では、プレ・アワード、
ポスト・アワードの双方を担当する

ＵＲＡが多い。

プレ・アワード業務：
・ 学内研究者の研究領域や学内研究施設等の把握
・ 企業、独法、国等のニーズや研究資金等の把握

・ 研究者とともに、研究プロジェクトを企画
・ 研究計画等に関して、関係法令等に合致しているか精査

・ 研究プロジェクト案についての提案・交渉 等

ポスト・アワード業務：
・ 研究プロジェクトの実施に必要な人員・組織体制の整備

・ 研究プロジェクトの会計、財務、設備管理
・ ニーズや関係法令等に合致した研究プロジェクトの進捗

管理
・ 特許申請等の研究成果のまとめ、活用促進 等

○ 「ＵＲＡとして配置」と整理する者の職務従事状況

【調査結果の例】

○ 「ＵＲＡとして配置」と整理する者の雇用期間の定め

ＵＲＡシステム整備についての現状②
（「平成２４年度 大学等における産学連携等実施状況について」の関連調査より）

主としてプ
レ・アワード
担当

主としてポス
ト・アワード
担当

プレ／ポスト
双方を担当 小計

①に該当する者 ５０人 １４人 ３８人 １０２人

②に該当する者 ４８人 ８２人 １１０人 ２４０人

③に該当する者 １７人 ７７人 ４１人 １３５人

合計 １１５人 １７３人 １８９人 ４７７人

65%

35%
期間の定めの

ある雇用

期間の定めの

ない雇用

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

プレ・アワードとポスト・ア

ワードの双方を担当

主としてポスト・アワードを

担当

主としてプレ・アワードを

担当
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【調査結果の例】

○ 「ＵＲＡとして配置」と整理する者の前職

所属機関別では大学等及び民間企業等が、職種別では事務系職員が多い。

ＵＲＡシステム整備についての現状③
（「平成２４年度 大学等における産学連携等実施状況について」の関連調査より）

【所属機関別】

58%

6%

32%

4%

大学等

公的研究機関

民間企業等

その他

【職種別】
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【調査結果の例】

○ 「ＵＲＡとして配置」と整理する者の前職

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

①に該当する者 ②に該当する者 ③に該当する者

ｊ その他

ｈ 学生

ｇ ポスドク

ｆ 事務系職員

ｅ 技術系職員

ｄ 民間企業等の知財、法務部

門の専門職

ｃ 産学官連携コーディネー

ター等

ｂ 研究職

ａ 教育職

①→ＵＲＡ配置支援補助金雇用のＵＲＡ
②→独自経費雇用ＵＲＡであり、ＵＲＡ業務に専念

専従
③→独自経費雇用ＵＲＡであり、エフォートの半分以

上をＵＲＡ業務に従事している

①～③で分類した場合、

①においては、大学等の教育・研究職の比率が
高い。

②においては、大学等及び民間企業から概ね同
率で、教育・研究職または事務系職員からの

転入者が概ね同率で存在する。

③においては、大学等出身の事務系職員の比率
が高い。

ＵＲＡシステム整備についての現状④
（「平成２４年度 大学等における産学連携等実施状況について」の関連調査より）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

①に該当する者 ②に該当する者 ③に該当する者

その他

民間企業等

公的研究機関

大学等
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科学技術創造立国を目指す我が国の学術研究の総合的推進について－「知的存在感のあ
る国」を目指して－ （答申） （ H11年6月1日 学術審議会 ）

7 社会的連携・協力の推進
（1） 2．産学連携の推進のための体制等の整備

（イ）国立大学では、理工系学部を置く大学を中心に、地域共同研究センター等の整備が進んでおり、産
業界等との研究協力の推進の場として、一定の成果をあげている。

しかし、大学の社会に対する「窓口」に加え、産と学とのリエゾン（仲介・連絡）の役割を積極的に果たし
ていくためには、専任教官が原則として助教授一人という現在の体制は、十分とは言い難い。

また、学内での迅速な意思決定と機動的な対応が可能となるよう、リエゾン機能を中心とした役割・権限
の明確化とともに、企業のニーズと大学等のシーズをつなぐ「産学のコーディネーター」の配置等による
組織体制の強化、施設・設備の拡充など、地域共同研究センター等の更なる整備・拡充を進める必要が
ある。

さらに、地域のニーズや大学等のポテンシャル（潜在的能力）に対応し、例えば、社会科学系の学部等
を基盤とする共同研究センターや商業地区等へのサテライト・センターを設置するなど、多様な発展を推
進していくべきである。

このほか、国立大学等の敷地内に、企業等の共同研究施設の整備を支援するための仕組みが設けら
れたところであり、これを活用した産学官の共同研究が一層促進されることが望まれる。

産学官連携コーディネーターの配置
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① 産学官連携支援事業
② 産学官連携活動高度化促進事業（平成1８年度より）
③ 産学官連携戦略展開事業コーディネートプログラム（平成20年度より）
（①～③ 文部科学省から民間企業（人材派遣会社）への委託）

※15年10月の国大
統合前は80校 101名

（77校）

地域の知の
拠点再生担当：

７名
広域担当：３名

地域の知の拠点
再生担当：１１名
目利き・制度間
つなぎ担当：８名
広域担当：２名

地域の知の拠点
再生担当：22名
目利き・制度間
つなぎ担当：22名
広域担当：２名

地域の知の拠点
再生担当：21名
目利き・制度間
つなぎ担当：20名
広域担当：２名

行政刷新会議
の事業仕分け
の結果等を踏
まえ委託費から
補助金に変更

④ 大学等産学官連携自立化促進プログラム【コーディネーター支援型】
（平成２２年度より）
大学等が、自立した産学官連携活動に必要な基盤の構築・強化のために

コーディネーターを雇用して行う産学官連携活動を支援（補助金）

産学官連携コーディネーター支援の経緯

第2期科学技術基本計画 第3期科学技術基本計画 第４期

①

平成13
年度

平成14
年度

平成15
年度

平成16
年度

平成17
年度

平成18
年度

平成19
年度

平成２０
年度

平成２１
年度

平成２２
年度

平成２３
年度

平成２４
年度

統合

16名（16校）

JST

文部科学省

56名
（56校）

③② ④

72名
（72校）

103名
（76校※）

広域ＣＤ1名
含む

国立大学
法人化

110名
（82校）
広域ＣＤ4名

含む

104名
（80校）
広域ＣＤ5名

含む

91名
（84校）

87名
（85

機関）

80名
（9７

機関）

77名
（94機関）

４９名
（５５機関）

その他、自立化促進プログ
ラム【機能強化型】にて、

１００名程度
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【調査結果の例】

○「産学官連携コーディネーターとして配置」と整理する者が「いる」と回答した機関数 ２０１（１９４）機関
○「産学官連携コーディネーターとして配置」と整理する者の内訳

①→「大学等産学官連携自立化促進プログラム「コーディ
ネーター支援型」」で雇用されているコーディネーター

②→「大学等産学官連携自立化促進プログラム「機能強化
支援型」」で雇用されているコーディネーター

③→①、②以外の機関の経費（独自経費等）で雇用されて
いるコーディネーター

この条件設定にお
いては、男性が約９
割を占める。

○「産学官連携コーディネーターとして配置」と整理する者の性別、年齢構成

この条件設定に
おける年齢構成
としては、調査時
点では約５０％が
６０歳以上で構成
されている。

種別 男性 女性 小計

①に該当する者 46人 3人 49人

②に該当する者 83人 27人 110人

③に該当する者 561人 67人 628人

合計 690人 97人 787人

種別
39歳以
下

40歳～49
歳

50歳～59
歳

60歳以
上

小計

①に該当する者 5人 6人 5人 33人 49人

②に該当する者 22人 19人 22人 47人 110人

③に該当する者 80人 96人 118人 334人 628人

合計 107人 121人 145人 414人 787人

14

産学官連携コーディネーターの現状①（「平成２４年度 大学等における産学連携等実施状況について」の関連調査より）

②に該当する者 110（117）人

③に該当する者 628（651）人

合計  787（817）人

種別 人数

①に該当する者 49（49）人
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